

















































































2 ) 近年ではそれぞれ 70 万人，20 万人と引き下げられているが (細かい条件は省略)，
もともとは国が指定する大都市の特例 (地方自治法の第 12章) である。北村 (2013)
によると，政令市には県の持つ 7〜8 割の権限が，中核市にはそのまた 7 割ほどが移譲
される。
なお，明石市は 2018 年 4月から中核市に移行したばかりなので，本稿で取り上げる
2018 年 3月の事例は厳密に言うとまだ中核市ではないときの審査となる。しかし除外
するほうが不自然であろう。




























3 ) 請願者の趣旨説明は地自法 115条の 2 (普通地方公共団体の議会は，会議において，
当該普通地方公共団体の事務に関する調査又は審査のため必要があると認めるときは，
参考人の出頭を求め，その意見を聴くことができる。) に基づいて行われている。
これに加えて，議会基本条例において，姫路市 (13条 3項)，明石市 (5条 2項)，堺















































































たとえば大阪府議会の場合，70 年代 (黒田知事) では一件の請願につき紹介議
員数が多く，政党・会派の連合も多様であったが (p. 247)，1995年〜1999 年で
は共産党単独の紹介が 9 割弱 (97 件) を占め，採択されたのは 4件だけであった
(p. 253)。
95年〜99 年は二府四県で比較されている。兵庫県議会の当時の議席は自民党
が過半数の 49議席を，中道右派の「ひょうご・県民連合」が 14，公明 13，共産
7，そのほか二党で 7という配分であったが，4年間の請願が全部で 197 件で，
左派政党 (共産党と新社会党・県民クラブ) が紹介した請願 136件のうち採択され
たのは 7 件だったという (p. 253)。
こうした傾向は滋賀県と京都府ではさらに鮮明で，滋賀県は自民党の 26 議席
(過半数) に対して共産党は 2 議席しかなく，請願 52件が共産党単独の紹介であ
り (全部で 78 件)，そのすべてが不採択となった。対して自民党は 5件中 3件で
採択，四会派以上の紹介による 8 件はすべて採択，という結果である (p. 251)。


















































願についても，件名と結果 (採択・不採択) を一通り表にして掲載している (請願































































































































































































































































(予算や条例改正など) とともに (正確にはその後で) 審査される。複数の請願や陳
情とまとめて一つの議題とすることも多い。議題の多い会議は長くなり，中断し







対象は，先述の条件によって，2018 (平成 30)年 3月定例会までに決定された
うちで直近のものとなる。具体的には，一件を審査した採択した例，複数を採択
した例，不採択とされた例，という順でみていく。
【例 1】 採択 (本会議，2018 (平成 30)年 3月 27日，請願第 25号)
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いる。その様子も神戸新聞 (2018 年 6月 19日) が写真入りで報じている。
【例 2】 採択 (本会議，2017 (平成 29)年 10 月 4 日，請願第 20 号，第 21号)
これは保育に関する二件の請願を一つの議題として審査している。議題として





12) しかもそこは 1990 年から計画された「播磨空港」予定地でもあり，当時も反対運動
が起こっている。井沢氏の記事にも書かれているが，播磨空港計画は広峰山を削って谷
を埋め 2000m滑走路をつけるというもので，2002年に県知事が断念した。ちなみに神
戸空港は滑走路 2500mで，空港島の埋立工事は 1999 年に始まった。
広峰山の向こうに空港とは，筆者には今でも想像がつかないのだが，『広報ひめじ』
1990 年 7 月号に具体的なイメージ図や計画が掲載されている (737 号，pp. 6-7)。
姫路法学 (第 62 号) ―― 13
はまとめているが，討論・採決は別々に行われている。
○議長














































量型認定こども園」に認定されたが (この認定は市ではなく県が行う)，2017 年 2
月が行った聞取り調査で不審点が浮び，2月 23 日と 3月 13 日に県と市がともに
行った立入検査 (特別監査) で明らかになった。しかし，同年 4 月 6 日，市が
「施設監査」を二年間怠っていたことも明らかになった。姫路市が原則年一回以
上の定期検査を行うべきであったのに，「他の福祉施設の監査」で人手が足りな
かったという (神戸新聞 2017 年 4月 7日
14)
)。















翌 2016年に 3700 万円を返還させ，詐欺で告訴する方針を決めている (朝日新聞 2017
年 9 月 25 日)。第二に，池本 (2016) によると，保育所は対象数も多く，認可保育所の
「実地監査」の頻度は大阪府でほぼ 4年に 1回，神奈川県で 2年に 1回だという (p. 100)。
15) 姫路市役所ホームページ「市長の会見 (平成 29 年 4月 5 日市長記者会見内容)」による。
16)
↗
｢姫路市子ども・子育て会議 第 1 回 (平成 29 年 8 月 28 日) 開催分」の会議資料
「資料 6」に答申案が書かれているが割愛する。市ホームページ，同会議の「平成 29 年
姫路法学 (第 62 号) ―― 15
請願第 20 号はこの後に提出されている。産経新聞WESTによると，次男を通
園させていたという 40歳の母親が「再発防止を図る新たな調査機関の設置を求
める請願書を市議会に提出した」(2017 年 9 月 6 日) のだという
17)
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本請願は、ことし 7 月の国連会議において 122カ国の賛成で採択された核兵器禁止条
約へ政府の署名を求める意見書提出を求めるものです。
[ 略 ］























































。とはいえ，議員提案するには議会定数の 12分の 1 以上














う。先の 3例の順に会議録 (委員会記録) を引用していく。


























その 11 時 37 分からの「意見取りまとめ」のなかで次のように記されている。







【例 2 ′】 請願第 20 号，第 21号 (2017 年 9 月 14 日 文教・子育て委員会)
次に「わんずまざー」事件関連を見てみよう。



















22号 (就学援助の入学準備金の 3月支給の求めるもの) についてである。これも 5分


















その後，前掲例 2 の本会議で 23号から 24号までと一緒に議題とされ，23号を
除いて採択された。











姫路法学 (第 62 号) ―― 21
このあと，10時 04分，総務委員会が「開会」され，やはり会議録にはその後「請
願」の文字がなかなか出てこない。終わりのほうで，次のように記載されている。
























21) 表 1 からわかるように，結果的に第 19 号 (公契約条例制定を求めている) はその後
に審議未了になった (廃案)。公契約条例とは，政府発注の工事や委託や物品購入など
の入札が値下げ競争になって品質低下や人件費の不当な切り下げ等にならないようにす


































23) 姫路市議会事務局議事課A氏の御回答 (email，2018 年 8 月 24 日) による。






















ページの会議録検索は 2018 (平成 30)年 6月定例会までカバーされていたので，
直近の事例は請願第 29 号となる。これは姫路市議会の請願第 23号とほぼ同じ内
容であった。
【例 4】 神戸市議会 請願第 29 号 (2018 年 6月 19日 総務財政委員会)



























◯委員 (H) 請願第 29 号、採択を求めます。































◯委員 (F) こうべ市民連合議員団ですが、請願第 29 号についての意見表明をしたい
と思います。
お話がありましたように、2017 年 7 月 7日の国連会議での国連加盟国の約 3分の 2に



























































(午前 11 時 44分閉会)
このやりとりで三つのことがわかる。第一に，趣旨説明を受けて議論に入るの
ではなく，行政「各局の審査」を先に行っている。姫路市議会とよく似たパタン







例 4 は紹介議員による趣旨説明だったので，請願者自身の趣旨説明 (神戸では
口頭陳述と呼んで議員のそれと区別されている) がある直近の例も見ておこう。
【例 5】 神戸市議会 請願第 24号 (2018 年 3月 23 日 経済港湾委員会)
これは，「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充等を要請する意見書提出を求











































































































本市としましては、［ 略 ］現在の協議の場で地元が JR西日本と円滑に協議できる
よう、商店街振興を行う市としての役割を十分に果たしてまいります。





まず、予算第 40 号議案平成 29 年度神戸市一般会計補正予算のうち、経済観光局の関
係分に関し、御質疑はございませんか。
(なし)














このあと，しばらく O委員と部長のやりとりが続き、ほかにも A委員 (請願






































続いて (希望があれば) 請願者が口頭陳述を行う。それが終わると，理事者 (行政







24) 出典は「神戸公式市観光」web サイト (https : //www. feel-kobe. jp/facilities/detail.
php?code=0000002904)。同サイトの運営者は「(一財)神戸観光局」で旧「(一財)神戸国際観光
コンベンション協会」を改組したもの。
姫路法学 (第 62 号) ―― 33

























【例 6】 明石市議議会 受理第 1号 (2018 年 3月 5 日 総務常任委員会)
この内容の請願も国会にたびたび請願が出され，各地の地方議会を通した運動






















今、明石市議会に請願を提出した、明石市［ 中略 ］に住んでいます Sと申します。




を広げ、(中略) 明治憲法でも禁止されていた拷問を繰り返しました。［ 中略 ］治安
維持法による逮捕者は数十万人といわれ、弾圧犠牲者のうち生存者はわずかです。残さ
れた時間もわずかです。一日も早い謝罪と賠償を行うよう、国に要請してください。










































































































次に，西宮市議会における直近の事例は，2017 年 7 月の，請願第 15号 (義務
教育費国庫負担制度の堅持・拡充に関する請願) が該当する。










































































慮すれば、1 教室当たりの児童数を 35 人に減らすという請願の趣旨というのは理解はで
きるところです。
現在、35 人以下学級が法律で認められているのは、小学校 1年生までです。小学校 2

































































































































































































姫路法学 (第 62 号) ―― 45
以上でございます。
◆N委員












































































































ての 35 人学級がなされていますが、それ以上の学年は 40人学級を基準としています。
兵庫県内では、独自措置として、小学校 4年生まで 35 人以下学級を実現していると
ころです。社会状況等の変化により、［ 略 ］
日本は、1 学級当たりの児童・生徒数、教員 1 人当たりの児童・生徒数が、OECD諸
国に比べて圧倒的に多い状況です。［ 略 ］文部科学省が実施した今後の学級編制及
び教職員定数に関する国民からの意見募集では、約 6割が小・中学校の望ましい学級規














◎職員課長 それでは、請願第 1号 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持
についての請願につきまして、御説明と見解を申し上げます。
まず、請願事項 1 の計画的な教職員定数改善の推進、35 人以下学級の着実な推進とい
う項目でございますが、現在、国において公立義務教育小学校の学級及び教職員定数の
標準に関する法律に基づき、小学校の第 1 学年の児童で編成する学級にあっては 35 人
とされております。さらに、兵庫県では、小学校 4年生まで 35 人学級編制が行われて
おります。
教育委員会といたしましては、児童・生徒へのきめ細やかな指導の充実を図るため、














































































，直近の請願審査は「2018 年 3月 27日提出案件」の表に 4件あった





このうち第 8 号，9 号が付託された最初の委員会を見てみよう。それは 2017













30) たとえば請願第 8 号は，「国保改悪につながる「府内統一化」に反対し，国保料の大
幅引き下げと減免制度の拡充，強権的な差押えの中止を求める請願書」である。
31) 討論の際に趣旨説明にあたることを発言している例があったり，質疑で述べている例
がもよく見られた。ちなみに，中島 (1992) が引用している主要都市の取り扱い (出典
は昭和 62年の西宮市議会調査季報 74号であるという) をみても，大阪市の欄には紹介
議員による趣旨説明を「しない」，神戸と姫路の欄には「必要に応じて」と書かれてい





27日の本会議を前に，第 8 号と 9 号の請願は，他の 2件とともに，2018 年 3




送」から探すと，その採決の動画 (9 分間) が視聴できる
33)
。この日は継続審査の




念のため会議録から別の請願を探してみると，2017 年 5月 23 日の財政総務委





して「協議会」に切り替え，委員会は 1分後に再開，請願第 5号から 7 号等を委
員長が「不採択とすることに決することに賛成の方」として起立採決で不採択と
すべきと決めていた。つまり委員会会議録を見てもなにもわからないが，本会議








き，条件もあれこれ変えている。何度か確認したが最終閲覧日は 2018 年 9 月 9日。
33) http : //www.city.osaka. lg. jp/contents/wdu260/live/committee/20180326min.html
より。同ページの文字列 (リンク表示) のほうからは動画ではなく議題とされた請願・
















やかに採択されていた (2016 (平成 28)年 3月 14 日，総務財政委員会)。
ただ，手続きとしては，興味深いことに，議員の自由討議が設けられている。
質疑と討論のあいだに，「委員間討議」(の申し出) がないか議長が確認している。






を求めるもので (請願第 50 号，2018 年 3月 13 日，総務消防委員会)，請願者と紹介
議員がそれぞれに趣旨説明を求めていた。多くの委員が，「紹介議員がここにい
姫路市議会会議規則では，標準市議会会議規則と同様，必要があれば紹介議員に説明を






答は堺市議会事務局議事課K氏より emailでいただいた (2018 年 9 月 7日)。
37) 請願第 2号 (2016年 12月 20日，総務委員会における議題) は議会内の喫煙所廃止
を求めるもので，これは議員提案の「受動喫煙防止対策の強化に関する決議」(議案提
出議案第 44号) でその廃止が先に決まった。
余談になるが，産経WEST (2017 年 6月 5 日) によると，その喫煙室は 2004年 3月
に議会の要望で 210 万円をかけて設置された。2017 年 3月に閉鎖され，5月に 172万円





























































姫路市 × × ○
神戸市 ○ ○ ×
明石市 × ○ ○
西宮市 ○ ○ ○
尼崎市 × ○ ×
大阪市 × ○ ×
堺市 ○** × ×





























39) ただし，4 (意見表明) のなかで，継続審議，審議未了が表明された場合はこの順序
で挙手採決し，審議未了も賛成少数になると，採択・不採択を採決する。姫路市議会事
務局議事課A氏の補足的な御説明による (email，2018 年 8 月 31 日)。
40) 姫路市議会の委員会では理事者の意見表明にあたるものがないようなので，これも照
会したところ，段取りとしては置かれていないことがわかった。もちろん担当部局が希
望すれば発言できる。姫路市議会事務局事務課A氏御回答による (email，2018 年 9 月
18日)。



















ています」との回答をいただいた (姫路市議会事務局議事課A氏，email，2018 年 9 月
18日)。
―― 姫路市議会ほかで請願審査はどのようになされているか58
表 3 県内 5 市の付託請願審査の段取り
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